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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第58期

第1四半期連結
累計期間

第59期
第1四半期連結

累計期間
第58期

会計期間
自2021年4月 1日
至2021年6月30日

自2022年4月 1日
至2022年6月30日

自2021年4月 1日
至2022年3月31日

売上高 （千円） 944,356 933,476 3,475,090

経常利益 （千円） 162,512 115,832 380,687

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益
（千円） 107,988 78,064 279,844

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 155,956 118,010 281,570

純資産額 （千円） 5,274,643 5,425,226 5,357,273

総資産額 （千円） 6,384,593 6,598,617 6,517,400

１株当たり四半期（当期）

純利益金額
（円） 40.99 29.63 106.22

潜在株式調整後１株当たり四

半期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 82.3 81.9 81.9

（注）1．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

2．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

 

EDINET提出書類

ポバール興業株式会社(E30692)

四半期報告書

 2/21



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、まん延防止等重点措置が全面的に解除されたことで、経済活

動の正常化が進み景気は持ち直しの動きがみられた一方で、世界的な半導体等の部品不足やウクライナ情勢に起因

する原油価格をはじめとする原材料価格の高騰など、先行きは不透明な状況が続いております。

このような環境の中、当社グループは「私たちは、常に新しいサムシングを求め、現場視点でものづくりを発想

し、チャレンジし続けることで進化していきます」を経営理念に掲げ、「接着・樹脂加工を基盤とし、拠点相互の

ネットワークを最大限活かした成長事業、新規事業とグローバル展開」を基本方針として、「ソリューションビジ

ネスの推進」「グローバル展開の推進」「成長事業・新規事業推進」「生産性の向上」「共感力の浸透」を目標に

取り組んでまいりました。

　以上の結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は933百万円（前年同期比1.2％減）、営業利益は110百万円

（前年同期比27.1％減）、経常利益は115百万円（前年同期比28.7％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は

78百万円（前年同期比27.7％減）となりました。

 

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

 

総合接着・樹脂加工

総合接着・樹脂加工において、自動車・鉄鋼業界を中心にベルト関連製品の受注が底堅く推移する一方で、ディ

スプレイ業界向け研磨部材が減少しました。以上の結果、売上高は781百万円（前年同期比5.1％減）となりまし

た。

 

特殊設計機械

特殊設計機械事業においては、製造業での設備投資に対して依然として慎重な姿勢が見られるものの、受注は緩

やかに回復傾向に推移しました。以上の結果、売上高は152百万円（前年同期比25.5％増）となりました。

 

EDINET提出書類

ポバール興業株式会社(E30692)

四半期報告書

 3/21



財政状態の状況

（資産）

　当第１四半期連結会計期間末の資産につきましては、前連結会計年度末に比べて81百万円増加し、6,598百万円

となりました。このうち、流動資産につきましては、前連結会計年度末に比べて54百万円増加し、3,162百万円と

なりました。これは主に、受取手形、売掛金及び契約資産が56百万円増加したことによるものであります。また、

固定資産につきましては、前連結会計年度末に比べて26百万円増加し、3,435百万円となりました。これは主に、

機械装置及び運搬具（純額）が19百万円増加したことによるものであります。

 

（負債）

　当第１四半期連結会計期間末の負債につきましては、前連結会計年度末に比べて13百万円増加し、1,173百万円

となりました。このうち、流動負債につきましては、前連結会計年度末に比べて2百万円増加し、758百万円となり

ました。これは主に、未払法人税等が37百万円減少したものの、賞与引当金が42百万円増加したことによるもので

あります。また、固定負債につきましては、前連結会計年度末に比べて10百万円増加し、414百万円となりまし

た。これは主に、退職給付に係る負債が6百万円増加したことによるものであります。

 

（純資産）

　当第１四半期連結会計期間末の純資産につきましては、前連結会計年度末に比べて67百万円増加し、5,425百万

円となりました。これは主に、為替換算調整勘定が50百万円増加したことによるものであります。

 

(2）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

 

(3）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、5百万円であります。なお、当第１

四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(4）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 7,360,000

計 7,360,000

 

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2022年6月30日）

提出日現在発行数（株）
（2022年8月9日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 2,634,800 2,634,800

東京証券取引所
スタンダード市場

名古屋証券取引所
メイン市場

単元株式数は100株
であります。

計 2,634,800 2,634,800 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2022年4月 1日～

2022年6月30日
－ 2,634,800 － 179,605 － 321,531

 

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2022年3月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

 

①【発行済株式】

    2022年3月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 2,633,800 26,338 －

単元未満株式 普通株式 800 － －

発行済株式総数  2,634,800 － －

総株主の議決権  － 26,338 －

　（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式26株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2022年3月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

ポバール興業株式会社
名古屋市中村区野田町
字中深30番地

200 － 200 0.01

計 － 200 － 200 0.01

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】
 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2022年4月1日から2022年6月

30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2022年4月1日から2022年6月30日まで）に係る四半期連結財務諸表につい

て、仰星監査法人による四半期レビューを受けております。

なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。

第58期連結会計年度　有限責任 あずさ監査法人

第59期第１四半期連結会計期間及び第１四半期連結累計期間　仰星監査法人
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

（2022年3月31日）
当第１四半期連結会計期間

（2022年6月30日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,235,978 1,158,868

受取手形、売掛金及び契約資産 ※２ 869,631 926,326

商品及び製品 127,546 93,839

仕掛品 512,810 565,092

原材料及び貯蔵品 324,311 372,513

その他 38,357 46,876

貸倒引当金 △679 △576

流動資産合計 3,107,956 3,162,940

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 1,873,450 1,911,256

減価償却累計額 △1,145,771 △1,169,086

建物及び構築物（純額） 727,679 742,170

機械装置及び運搬具 1,354,426 1,397,737

減価償却累計額 △1,226,003 △1,249,723

機械装置及び運搬具（純額） 128,422 148,014

土地 1,600,716 1,608,600

建設仮勘定 14,997 5,221

その他 234,737 242,455

減価償却累計額 △206,205 △207,879

その他（純額） 28,531 34,576

有形固定資産合計 2,500,347 2,538,582

無形固定資産   

のれん 5,103 2,551

その他 5,652 7,993

無形固定資産合計 10,755 10,545

投資その他の資産   

投資有価証券 741,831 721,573

その他 157,695 166,162

貸倒引当金 △1,185 △1,185

投資その他の資産合計 898,340 886,550

固定資産合計 3,409,444 3,435,677

資産合計 6,517,400 6,598,617
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

（2022年3月31日）
当第１四半期連結会計期間

（2022年6月30日）

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 339,664 344,243

短期借入金 20,000 20,000

未払法人税等 77,822 40,689

賞与引当金 73,033 115,383

その他 245,647 238,673

流動負債合計 756,168 758,990

固定負債   

役員退職慰労引当金 230,184 232,355

退職給付に係る負債 165,975 172,312

その他 7,799 9,732

固定負債合計 403,959 414,400

負債合計 1,160,127 1,173,391

純資産の部   

株主資本   

資本金 179,605 179,605

資本剰余金 275,336 275,336

利益剰余金 4,649,581 4,677,588

自己株式 △189 △189

株主資本合計 5,104,334 5,132,341

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 162,037 148,919

為替換算調整勘定 72,357 123,317

その他の包括利益累計額合計 234,394 272,237

非支配株主持分 18,544 20,648

純資産合計 5,357,273 5,425,226

負債純資産合計 6,517,400 6,598,617
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間

（自　2021年4月 1日
　　至　2021年6月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2022年4月 1日

　　至　2022年6月30日）

売上高 944,356 933,476

売上原価 563,637 586,582

売上総利益 380,718 346,893

販売費及び一般管理費 228,904 236,283

営業利益 151,814 110,609

営業外収益   

受取利息 63 42

受取配当金 8,039 5,921

受取賃貸料 3,001 704

為替差益 1,014 －

その他 491 759

営業外収益合計 12,610 7,428

営業外費用   

支払利息 17 17

賃貸収入原価 1,894 －

為替差損 － 2,185

その他 － 2

営業外費用合計 1,911 2,205

経常利益 162,512 115,832

特別利益   

固定資産売却益 20 －

受取補償金 － 1,384

特別利益合計 20 1,384

特別損失   

固定資産売却損 － 1,896

その他 270 123

特別損失合計 270 2,019

税金等調整前四半期純利益 162,262 115,197

法人税等 53,638 36,315

四半期純利益 108,624 78,882

非支配株主に帰属する四半期純利益 635 818

親会社株主に帰属する四半期純利益 107,988 78,064
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間

（自　2021年4月 1日
　　至　2021年6月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2022年4月 1日

　　至　2022年6月30日）

四半期純利益 108,624 78,882

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 24,274 △13,117

為替換算調整勘定 23,056 52,245

その他の包括利益合計 47,331 39,127

四半期包括利益 155,956 118,010

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 154,234 115,906

非支配株主に係る四半期包括利益 1,722 2,104
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価算

定会計基準適用指針」という。）を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第

27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたっ

て適用することといたしました。なお、当該会計基準等の適用が四半期連結財務諸表に与える影響はありませ

ん。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、税引前四

半期純利益に一時差異等に該当しない重要な差異を加減した上で、法定実効税率を使用する方法によっておりま

す。

 

（追加情報）

（新型コロナウイルス感染拡大の影響）

新型コロナウイルス感染拡大の影響は、一定期間続くものとして、会計上の見積り及び仮定の設定を検討し

ておりますが、現時点において重要な影響を与えるものではないと判断しております。しかしながら、新型コ

ロナウイルス感染拡大による影響は不確定要素が多く、今後の状況の変化によっては、当連結会計年度以降の

連結財務諸表において重要な影響を及ぼす可能性があります。

なお、当第１四半期連結累計期間において当該仮定に重要な変更は行っておりません。
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（四半期連結貸借対照表関係）

１　受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度

（2022年3月31日）
当第１四半期連結会計期間

（2022年6月30日）

受取手形裏書譲渡高 48,327千円 26,842千円

 

 

※２　四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

決算日が連結決算日と異なる一部の連結子会社において、期末日が金融機関の休日であったため、次の前連結会計

年度末日満期手形が前連結会計年度末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（2022年3月31日）
当第１四半期連結会計期間

（2022年6月30日）

受取手形 5,351千円 －千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 2021年4月 1日
至 2021年6月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 2022年4月 1日
至 2022年6月30日）

減価償却費 25,683千円 29,063千円

のれんの償却額 3,842 2,551
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2021年4月1日　至　2021年6月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年6月25日

定時株主総会
普通株式 39,518 15 2021年3月31日 2021年6月28日 利益剰余金

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間

の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2022年4月1日　至　2022年6月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年6月24日

定時株主総会
普通株式 50,056 19 2022年3月31日 2022年6月27日 利益剰余金

（注）1株当たり配当額には、東京証券取引所市場第二部上場記念配当3円が含まれております。

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間

の末日後となるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2021年4月1日　至　2021年6月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント

調整額

四半期連結

損益計算書

計上額 
総合接着・

樹脂加工

特殊設計

機械
計

売上高      

外部顧客への売上高 822,916 121,439 944,356 － 944,356

セグメント間の内部

売上高又は振替高
55 － 55 △55 －

計 822,972 121,439 944,411 △55 944,356

セグメント利益又は損

失（△）
168,787 △3,195 165,591 △13,777 151,814

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 165,591

セグメント間取引消去 3,489

全社費用（注） △17,267

四半期連結損益計算書の営業利益 151,814

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2022年4月1日　至　2022年6月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント

調整額

四半期連結

損益計算書

計上額 
総合接着・

樹脂加工

特殊設計

機械
計

売上高      

外部顧客への売上高 781,064 152,411 933,476 － 933,476

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － －

計 781,064 152,411 933,476 － 933,476

セグメント利益又は損

失（△）
136,929 △9,232 127,697 △17,087 110,609

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 127,697

セグメント間取引消去 1,110

全社費用（注） △18,197

四半期連結損益計算書の営業利益 110,609

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

前第１四半期連結累計期間（自　2021年4月1日　至　2021年6月30日）

 （単位：千円）

 

報告セグメント

総合接着・
樹脂加工

特殊設計
機械

計

日本 672,011 121,439 793,451

アジア 140,840 － 140,840

その他 10,064 － 10,064

顧客との契約から生じる収益 822,916 121,439 944,356

その他の収益 － － －

外部顧客への売上高 822,916 121,439 944,356

 

当第１四半期連結累計期間（自　2022年4月1日　至　2022年6月30日）

 （単位：千円）

 

報告セグメント

総合接着・
樹脂加工

特殊設計
機械

計

日本 619,650 152,411 772,062

アジア 154,696 － 154,696

その他 6,717 － 6,717

顧客との契約から生じる収益 781,064 152,411 933,476

その他の収益 － － －

外部顧客への売上高 781,064 152,411 933,476
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2021年4月 1日

至　2021年6月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2022年4月 1日
至　2022年6月30日）

１株当たり四半期純利益金額 40円99銭 29円63銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 107,988 78,064

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（千円）
107,988 78,064

普通株式の期中平均株式数（株） 2,634,574 2,634,574

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2022年８月９日

ポバール興業株式会社

取締役会　御中

仰星監査法人

名古屋事務所

指 定 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 小出　修平

指 定 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 北川　裕和

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

ポバール興業株式会社の2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計

期間（2022年４月１日から2022年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2022年４月１日から

2022年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益

計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般

に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ポバール興業株式会社及び連結子

会社の2022年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第1四半期連結累計期間の経営成績を適

正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期

レビューを行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半

期レビューにおける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関す

る規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

その他の事項

会社の2022年３月31日をもって終了した前連結会計年度の第１四半期連結会計期間及び第１四半期連

結累計期間に係る四半期連結財務諸表並びに前連結会計年度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人

によって四半期レビュー及び監査が実施されている。前任監査人は、当該四半期連結財務諸表に対して

2021年８月10日付けで無限定の結論を表明しており、また、当該連結財務諸表に対して2022年６月27日

付けで無限定適正意見を表明している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠

して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚

偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整

備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を

作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結

財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す

る責任がある。
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監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視

することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立

の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レ

ビューの過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の

四半期レビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められ

る監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な

不確実性が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、

我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示

されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する

重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項

に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場

合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監

査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況に

より、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結

財務諸表の作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する

注記事項を含めた四半期連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎とな

る取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を

入手する。監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責

任がある。監査人は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レ

ビュー上の重要な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を

遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去

又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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